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条 例 

 

 江東区個人番号の利用並びに特定個人情報の利

用及び提供に関する条例の一部を改正する条例を

公布する。 

令和８年７月１日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２５号 

   江東区個人番号の利用並びに特定個人情報

の利用及び提供に関する条例の一部を改正

する条例 

 江東区個人番号の利用並びに特定個人情報の利

用及び提供に関する条例（平成２７年１２月江東

区条例第４５号）の一部を次のように改正する。 

別表第１中１３の項及び１４の項を削り、１５

の項を１３の項とし、１６の項から２６の項まで

を２項ずつ繰り上げる。 

別表第２中３０の項及び３１の項を削り、３２

の項を３０の項とし、３３の項から５７の項まで

を２項ずつ繰り上げる。 

  附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

                    

 江東区職員の旅費に関する条例の一部を改正す

る条例を公布する。 

令和８年７月１日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２６号 

   江東区職員の旅費に関する条例の一部を改

正する条例 

 江東区職員の旅費に関する条例（昭和３０年４

月江東区条例第８号）の一部を次のように改正す

る。 

 第２条第１号中「昭和２５年大蔵省令第４５

号」の次に「。以下「財務省令」という。」を加

える。 

 第１３条中「１夜につき、内国旅行にあっては

１９，０００円、外国旅行にあっては５９，００

０円を上限として、地域の実情を勘案して任命権

者が定める」を「財務省令別表第２に定める旅行

先の区分に応じ、同表の職務の級が１０級以下の

者の欄に定める額に相当する」に改める。 

 第１５条中「内国旅行にあっては２，４００円、

外国旅行にあっては５，４００円を上限として、

通常要する費用の額を勘案して任命権者が定める

１夜当たりの定額」を「財務省令別表第３に定め

る旅行先の区分に応じ、同表の宿泊手当の欄に定

める額に相当する額」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の江東区職員の旅費に関する条例（以

下「新条例」という。）の規定は、この条例の

施行の日（以下「施行日」という。）以後に新

条例第２条第３号に規定する旅行命令権者が新

条例第４条第１項に規定する旅行命令等を発す

る旅行、退職、免職（罷免を含む。）、失職若

しくは休職（以下「退職等」という。）した場

合又は死亡した場合において新条例第３条第２

項の規定により旅費を支給する旅行及び新条例

第３条第５項の規定により旅費の支給を決定す

る旅行について適用し、施行日前に改正前の江

東区職員の旅費に関する条例（以下「旧条例」

という。）第２条第３号に規定する旅行命令権

者が旧条例第４条第１項に規定する旅行命令等

を発した旅行、退職等となった場合又は死亡し

た場合において旧条例第３条第２項の規定によ

り旅費を支給する旅行及び旧条例第３条第５項

の規定により旅費の支給を決定する旅行につい

ては、なお従前の例による。ただし、施行日前

に旧条例第２条第３号に規定する旅行命令権者

が旧条例第４条第１項に規定する旅行命令等を

発し、かつ、施行日以後に新条例第２条第３号

に規定する旅行命令権者が新条例第４条第３項

の規定により当該旅行命令等を変更する旅行に

ついては、新条例の規定は、当該旅行のうち当

該変更の日以後の期間に対応する分について適

用し、当該旅行のうち当該変更の日前の期間に

対応する分については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定に基づき従前の例によることとさ

れる旅行について、施行日以後に新条例第３条

第６項及び第７項に規定する旅費の支給が生じ

た場合の金額の算定は、なお従前の例による。 

                    

 江東区特別区税条例の一部を改正する条例を公

布する。 

令和８年７月１日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２７号 

   江東区特別区税条例の一部を改正する条例 

 江東区特別区税条例（昭和３９年１２月江東区

条例第４８号）の一部を次のように改正する。 

 第２０条第２項中「附則第５条の６第２項」を

「附則第５条の６第３項又は第４項」に改める。 
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 第２３条第１項ただし書中「及び第２４条の３

第１項」を「並びに第２４条の３第１項及び第２

項第４号」に改める。 

 第２４条の２第１項第２号中「除き、」を「除

く。次条第１項第２号において同じ。）（」に改

め、「。次条第１項において同じ」を削り、同条

第５項中「次条第４項」を「次条第５項」に改め

る。 

 第２４条の３第１項を次のように改める。 

次に掲げる者（以下この条において「公的年

金等受給者」という。）は、公的年金等支払者

（所得税法第２０３条の６第１項に規定する申

告書の提出の際に経由すべき同項に規定する公

的年金等（以下この項において「公的年金等」

という。）の支払者をいう。以下この条におい

て同じ。）から毎年最初に公的年金等の支払を

受ける日の前日までに、施行規則で定めるとこ

ろにより、次項各号に掲げる事項を記載した申

告書を、当該公的年金等支払者を経由して、区

長に提出しなければならない。 

(1) 所得税法第２０３条の６第１項の規定によ

り同項に規定する申告書を提出しなければな

らない者 

(2) 法の施行地において公的年金等（所得税法

第２０３条の７の規定の適用を受けるものを

除く。）の支払を受ける第９条第１号に掲げ

る者であって、特定配偶者（所得割の納税義

務者（合計所得金額が９００万円以下である

ものに限る。）の自己と生計を一にする配偶

者（合計所得金額が９５万円以下であるもの

に限る。）をいう。次号及び次項第３号にお

いて同じ。）（退職手当等（第３６条の２に

規定する退職手当等に限る。以下この号にお

いて同じ。）に係る所得を有する者に限

る。）又は扶養親族（年齢１６歳未満の者又

は控除対象扶養親族であって退職手当等に係

る所得を有する者に限る。）若しくは特定親

族（退職手当等に係る所得を有する者であっ

て、合計所得金額が８５万円以下であるもの

に限る。）を有する者 

(3) 法の施行地において公的年金等（所得税法

第２０３条の７の規定の適用を受けるものに

限る。）の支払を受ける第９条第１号に掲げ

る者（当該年中に支払を受けるべき当該公的

年金等の額がその年最初に当該公的年金等の

支払を受けるべき日の前日の現況において令

第４８条の９の７の３に定める金額に満たな

い者を除く。）であって、障害者、寡婦若し

くはひとり親に該当する者又は特定配偶者若

しくは扶養親族（年齢１６歳未満の者又は控

除対象扶養親族に限る。）若しくは特定親族

（合計所得金額が８５万円以下であるものに

限る。）を有する者 

第２４条の３第５項中「第３項」を「第４項」

に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項中

「第４８条の９の７の３」を「第４８条の９の

８」に改め、同項を同条第５項とし、同条第３項

を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第

１項」に、「法第３１７条の３の３第１項の規定

による申告書に」を「同条第１項の規定による申

告書に」に、「法第３１７条の３の３第１項の規

定による申告書を提出」を「同条第１項の規定に

よる申告書を提出」に改め、同項を同条第３項と

し、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項の規定による申告書の記載事項は、次に

掲げる事項とする。 

(1) 公的年金等支払者の名称 

(2) 公的年金等受給者が、法第３１４条の２第

１項第６号に規定する特別障害者又はその他

の障害者に該当する場合にはその旨及びその

該当する事実並びに寡婦又はひとり親に該当

する場合にはその旨 

(3) 特定配偶者の氏名 

(4) 扶養親族又は特定親族の氏名 

(5) その他施行規則で定める事項 

付則第３条中「から令和９年度まで」を「以

後」に改める。 

付則第３条の４第１項中「令和２０年度」を

「令和２５年度」に、「令和７年」を「令和１２

年」に改める。 

付則第３条の５中「附則第５条の６第２項」を

「附則第５条の６第３項又は第４項」に改める。 

付則第４条第１項中「令和９年度」を「令和１２

年度」に改める。 

付則第５条の２中「附則第７条の２第４項」の

次に「（法附則第７条の３第３項又は第４項の規

定により読み替えて適用される場合を含む。）」

を加える。 

付則第１１条第２項中「附則第３４条の２第５

項」を「附則第３４条の２第６項」に、「附則第

３４条の２第１０項」を「附則第３４条の２第１

２項」に改め、同条に次の１項を加える。 

４ 第１項（第２項において準用する場合を含

む。）の場合において、所得割の納税義務者が、

租税特別措置法第３１条の２第２項第１３号か

ら第１５号までに掲げる土地等の譲渡に該当す
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るものをしたときにおけるその譲渡をした土地

等がその譲渡をした時において地すべり等防止

法（昭和３３年法律第３０号）第３条第１項の

地すべり防止区域、急傾斜地の崩壊による災害

の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７

号）第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域、土

砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の

推進に関する法律（平成１２年法律第５７号）

第９条第１項の土砂災害特別警戒区域又は特定

都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７

７号）第５６条第１項の浸水被害防止区域内に

あるときは、当該土地等の譲渡は、第１項又は

第２項に規定する優良住宅地等のための譲渡又

は確定優良住宅地等予定地のための譲渡に該当

しないものとみなす。 

   附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、公布の日から施行する。た

だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定

める日から施行する。 

(1) 第２３条第１項ただし書、第２４条の２及

び第２４条の３の改正規定並びに付則第３条

の改正規定及び付則第３条の４第１項の改正

規定並びに次条第１項及び第２項の規定 令

和９年１月１日 

(2) 第２０条第２項の改正規定並びに付則第３

条の５の改正規定、付則第５条の２の改正規

定及び付則第１１条の改正規定並びに次条第

３項の規定 令和１０年１月１日 

（区民税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の江東区特別区税

条例（以下「新条例」という。）第２４条の３

第１項及び第２項の規定は、前条第１号に掲げ

る規定の施行の日以後に支払を受けるべき公的

年金等について提出する新条例第２４条の３第

１項の規定による申告書について適用し、同日

前に支払を受けるべき公的年金等について提出

したこの条例による改正前の江東区特別区税条

例第２４条の３第１項の規定による申告書につ

いては、なお従前の例による。 

２ 前条第１号に掲げる規定による改正後の江東

区特別区税条例付則第３条の４第１項及び第２

項の規定は、区民税の所得割の納税義務者が令

和８年１月１日以後に所得税法等の一部を改正

する法律（令和８年法律第１２号。以下この項

において「所得税法等改正法」という。）第７

条の規定による改正後の租税特別措置法（昭和

３２年法律第２６号）第４１条第１項に規定す

る居住用家屋（同条第１６項の規定により同条

第１項に規定する居住用家屋とみなされる同条

第１６項に規定する特例居住用家屋を含む。）

若しくは既存住宅（同条第１７項の規定により

同条第１項に規定する既存住宅とみなされる同

条第１７項に規定する特例既存住宅及び同条第

３５項の規定により同条第１項に規定する既存

住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐

震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした

家屋（同条第１７項の規定により同条第１項に

規定する増改築等をした家屋とみなされる同条

第１７項に規定する特例増改築等をした家屋を

含み、当該増改築等又は当該特例増改築等に係

る部分に限る。）又は同条第６項に規定する認

定住宅等（同条第１８項の規定により同条第６

項に規定する認定住宅等とみなされる同条第１

８項に規定する特例認定住宅等を含む。）を同

条第１項の定めるところによりその者の居住の

用に供する場合について適用し、区民税の所得

割の納税義務者が同日前に所得税法等改正法第

７条の規定による改正前の租税特別措置法第４

１条第１項に規定する居住用家屋（同条第２０

項の規定により同条第１項に規定する居住用家

屋とみなされる同条第２０項に規定する特例居

住用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第

３５項の規定により同条第１項に規定する既存

住宅とみなされる同条第３５項に規定する要耐

震改修住宅を含む。）若しくは増改築等をした

家屋（当該増改築等に係る部分に限る。）又は

同条第１０項に規定する認定住宅等（同条第２

１項の規定により同条第１０項に規定する認定

住宅等とみなされる同条第２１項に規定する特

例認定住宅等を含む。）を同条第１項の定める

ところによりその者の居住の用に供した場合に

ついては、なお従前の例による。 

３ 新条例付則第１１条第４項の規定は、区民税

の所得割の納税義務者が前条第２号に掲げる規

定の施行の日以後に行う新条例付則第１１条第

１項の土地等の譲渡について適用する。 

                    

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例を公布する。 

令和８年７月１日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２８号 

   江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場

の整備に関する条例の一部を改正する条例 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整
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備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）の一部を次のように改正する。 

 別表第２江東区立東大島駅自転車駐車場の項の

次に次のように加える。 
江東区立東大島駅北自

転車駐車場 

東京都江東区大島九丁

目４番先 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。

ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。 

（準備行為） 

２ この条例による改正後の江東区自転車の放置

防止及び自転車駐車場の整備に関する条例の規

定に基づく江東区立東大島駅北自転車駐車場の

利用申請の受付その他の準備行為は、この条例

の施行の日前においても行うことができる。 

                    

 江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬

剤師の公務災害補償に関する条例の一部を改正す

る条例を公布する。 

令和８年７月１日 

江東区長  大久保 朋 果 

◎江東区条例第２９号 

江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学

校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一

部を改正する条例 

 江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬

剤師の公務災害補償に関する条例（平成１４年３

月江東区条例第２９号）の一部を次のように改正

する。 

 別表学校医及び学校歯科医の補償基礎額の項中 
「 １４，１

７５円 

１４，１

７５円 

１６，４

６７円 

１７，４

９６円 

 

」 

を 
「 １４，３

９７円 

１５，１

９８円 

１７，２

５９円 

１７，９

３７円 

 

」 

に改める。 

附 則 

（施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の

江東区立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬

剤師の公務災害補償に関する条例（以下「新条

例」という。）の規定は、令和８年４月１日

（以下「適用日」という。）から適用する。 

（経過措置） 

２ 新条例別表の規定は、適用日以後に支給すべ

き事由が生じた公務災害補償並びに適用日前に

支給すべき事由が生じた傷病補償年金、障害補

償年金及び遺族補償年金で適用日以後の期間に

ついて支給すべきものの補償基礎額について適

用し、適用日前に支給すべき事由が生じたその

他の公務災害補償の補償基礎額については、同

表の規定にかかわらず、なお従前の例による。 
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規 則 

 

江東区指定特定相談支援事業者及び指定障害児

相談支援事業者の指定等に関する規則を公布する。 

 令和８年６月１８日 

      江東区長  大久保 朋 果   

◎江東区規則第４５号 

   江東区指定特定相談支援事業者及び指定障

害児相談支援事業者の指定等に関する規則

の一部を改正する規則 

江東区指定特定相談支援事業者及び指定障害児

相談支援事業者の指定等に関する規則（平成２４

年３月江東区規則第１６号）の一部を次のように

改正する。 

第２条第１項中「指定特定相談支援事業者・指

定障害児相談支援事業者指定（更新）申請書（別

記第１号様式）に指定特定相談支援事業所及び指

定障害児相談支援事業所の指定（更新）に係る記

載事項（別記第２号様式）を添付して」を「指定

障害福祉サービス事業所／指定障害者支援施設  

指定障害児通所支援事業所／指定障害児入所施設 

 指定特定相談支援事業所／指定一般相談支援事

業所／指定障害児相談支援事業所 指定申請書

（別記第１号様式）により」に改める。 

第３条第１項中「変更届出書」を「指定障害福

祉サービス事業所／指定障害者支援施設 指定障

害児通所支援事業所／指定障害児入所施設 指定

特定相談支援事業所／指定一般相談支援事業所／

指定障害児相談支援事業所 変更届出書」に改め

る。 

別記第１号様式及び別記第２号様式を次のよう

に改める。 
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別記第１号様式（第２条関係） 
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別記第２号様式 削除 

 別記第７号様式を次のように改める。
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別記第７号様式（第３条関係） 
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   附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前

の江東区指定特定相談支援事業者及び指定障害

児相談支援事業者の指定等に関する規則の別記

様式による用紙で、現に残存するものは、所要

の修正を加え、なお使用することができる。 

                    

江東区老朽空家等対策審議会条例施行規則の一

部を改正する規則を公布する。 

 令和８年６月１８日 

      江東区長  大久保 朋 果   

◎江東区規則第４６号 

   江東区老朽空家等対策審議会条例施行規則

の一部を改正する規則 

 江東区老朽空家等対策審議会条例施行規則（令

和５年３月江東区規則第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第４条を第５条とし、第３条の次に次の１条を

加える。 

（代理出席） 

第４条 条例第３条第２号に掲げる委員が、やむ

を得ない理由により審議会に出席できないとき

は、当該委員を代理する者が会議に出席し、審

議会の議事に参与し、議決に加わることができ

る。この場合において、当該委員は、あらかじ

めその旨を会長に申し出るとともに委任状を提

出しなければならない。 

２ 前項の規定により代理することができる者は、

当該委員の所属する行政機関において、その者

の職を代理する者とする。 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

                    

江東区組織規則の一部を改正する規則を公布す

る。 

 令和８年６月３０日 

      江東区長  大久保 朋 果   

◎江東区規則第４７号 

江東区組織規則の一部を改正する規則 

 江東区組織規則（昭和４８年５月江東区規則第

１９号）の一部を次のように改正する。 

第１１条の表経済課の部産業振興係の項中「活

性化支援」の次に「及びデジタル化支援」を加え、

「及び商工情報センター」を削る。 

   附 則 

 この規則は、令和８年７月１日から施行する。 

                    

江東区個人番号の利用並びに特定個人情報の利

用及び提供に関する条例施行規則の一部を改正す

る規則を公布する。 

 令和８年７月１日 

      江東区長  大久保 朋 果   

◎江東区規則第４８号 

江東区個人番号の利用並びに特定個人情報

の利用及び提供に関する条例施行規則の一

部を改正する規則 

江東区個人番号の利用並びに特定個人情報の利

用及び提供に関する条例施行規則（平成２７年１

２月江東区規則第７６号）の一部を次のように改

正する。 

別表第１中１３の項及び１４の項を削り、１５

の項を１３の項とし、１６の項から２５の項まで

を２項ずつ繰り上げる。 

別表第２中３０の項及び３１の項を削り、３２

の項を３０の項とし、３３の項から５７の項まで

を２項ずつ繰り上げる。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

                    

生活保護法施行細則の一部を改正する規則を公

布する。 

 令和８年７月１日 

      江東区長  大久保 朋 果   

◎江東区規則第４９号 

   生活保護法施行細則の一部を改正する規則 

生活保護法施行細則（昭和４０年３月江東区規

則第３号）の一部を次のように改正する。 

 第１４条の次に次の１条を加える。 

（徴収員証） 

第１５条 職員は、次に掲げる職務に従事する場

合は、江東区生活保護費徴収金徴収員証（別記

第３５号様式）を携帯し、関係人の請求があっ

たときは、これを提示しなければならない。 

(1) 法第７７条の２第１項又は第７８条第１項

から第３項までの規定による徴収金（以下

「徴収金」という。）の徴収 

(2) 財産の差押えに関する調査のための質問、

検査又は捜索 

(3) 徴収金に関する滞納処分のための財産の差

押え 

 別記第３４号様式の次に次の１様式を加える。
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別記第３５号様式（第１５条関係） 

 
   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。
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訓 令 

 

◎江東区訓令甲第７号 

庁 中 一 般    

出  張  所    

事  業  所    

 江東区職員の旅費支給規程（昭和４８年６月江

東区訓令甲第２３号）の一部を次のように改正す

る。 

令和８年７月１日 

江東区長  大久保 朋 果  

 第１５条中第１項を削り、第２項を第１項とし、

第３項を第２項とする。 

 第１６条第１項を削り、同条第２項中「前項」

を「条例第１５条」に改め、同項を同条第１項と

し、同条第３項中「前２項」を「条例第１５条及

び前項」に改め、同項を同条第２項とし、同条第

４項中「前３項」を「条例第１５条及び前２項」

に改め、同項を同条第３項とする。 

 第１７条第１項各号列記以外の部分中「掲げる

方法」の次に「とし、旅行命令権者が次の各号の

いずれかの運送のみでは旅行することが困難と認

めるときは、現に運送を行った各号の規定により

算定した額の合計額」を加え、同項第２号ただし

書中「前号の規定により算定した額」を「取得し

た見積額」に改め、「とする」の次に「（この項

に規定する現に運送を行った各号の規定により算

定した額を合計する場合であって、前号の規定に

より算定した額と合計するときは、この限りでな

い。）」を加える。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令達の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の江東区職員の旅費支給規程（以下

「新規程」という。）の規定は、この規程の施

行の日（以下「施行日」という。）以後に江東

区職員の旅費に関する条例（昭和３０年４月江

東区条例第８号。以下「旅費条例」という。）

第２条第３号に規定する旅行命令権者（以下

「旅行命令権者」という。）が旅費条例第４条

第１項に規定する旅行命令等（以下「旅行命令

等」という。）を発する旅行、退職、免職（罷

免を含む。）、失職若しくは休職（以下「退職

等」という。）した場合又は死亡した場合にお

いて旅費条例第３条第２項の規定により旅費を

支給する旅行及び旅費条例第３条第５項の規定

により旅費の支給を決定する旅行について適用

し、施行日前に旅行命令権者が旅行命令等を発

した旅行、退職等となった場合又は死亡した場

合において旅費条例第３条第２項の規定により

旅費を支給する旅行及び旅費条例第３条第５項

の規定により旅費の支給を決定する旅行につい

ては、なお従前の例による。ただし、施行日前

に旅行命令権者が旅行命令等を発し、かつ、施

行日以後に旅行命令権者が旅費条例第４条第３

項の規定により当該旅行命令等を変更する旅行

については、新規程の規定は、当該旅行のうち

当該変更の日以後の期間に対応する分について

適用し、当該旅行のうち当該変更の日前の期間

に対応する分については、なお従前の例による。 

３ 前項の規定に基づき従前の例によることとさ

れる旅行について、施行日以後に旅費条例第３

条第６項及び第７項に規定する旅費の支給が生

じた場合の金額の算定は、なお従前の例による。 
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訓 令 （ 教 ） 

 

◎江東区教育委員会訓令甲第２号 

教育委員会事務局    

区 立 幼 稚 園    

 江東区立幼稚園教育職員の旅費支給規程（平成

１２年３月江東区教育委員会訓令甲第４号）の一

部を次のように改正する。 

  令和８年６月２６日 

       江東区教育委員会  

 第１５条中第１項を削り、第２項を第１項とし、

第３項を第２項とする。 

 第１６条第１項を削り、同条第２項中「前項」

を「条例第１５条」に改め、同項を同条第１項と

し、同条第３項中「前２項」を「条例第１５条及

び前項」に改め、同項を同条第２項とし、同条第

４項中「前３項」を「条例第１５条及び前２項」

に改め、同項を同条第３項とする。 

 第１７条第１項各号列記以外の部分中「掲げる

方法」の次に「とし、旅行命令権者が次の各号の

いずれかの運送のみでは旅行することが困難と認

めるときは、現に運送を行った各号の規定により

算定した額の合計額」を加え、同項第２号ただし

書中「前号の規定により算定した額」を「取得し

た見積額」に改め、「とする」の次に「（この項

に規定する現に運送を行った各号の規定により算

定した額を合計する場合であって、前号の規定に

より算定した額と合計するときは、この限りでな

い。）」を加える。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、令達の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の江東区立幼稚園教育職員の旅費支給

規程（以下「新規程」という。）の規定は、こ

の規程の施行の日（以下「施行日」という。）

以後に江東区職員の旅費に関する条例（昭和３

０年４月江東区条例第８号。以下「旅費条例」

という。）第２条第３号に規定する旅行命令権

者（以下「旅行命令権者」という。）が旅費条

例第４条第１項に規定する旅行命令等（以下

「旅行命令等」という。）を発する旅行、退職、

免職（罷免を含む。）、失職若しくは休職（以

下「退職等」という。）した場合又は死亡した

場合において旅費条例第３条第２項の規定によ

り旅費を支給する旅行及び旅費条例第３条第５

項の規定により旅費の支給を決定する旅行につ

いて適用し、施行日前に旅行命令権者が旅行命

令等を発した旅行、退職等となった場合又は死

亡した場合において旅費条例第３条第２項の規

定により旅費を支給する旅行及び旅費条例第３

条第５項の規定により旅費の支給を決定する旅

行については、なお従前の例による。ただし、

施行日前に旅行命令権者が旅行命令等を発し、

かつ、施行日以後に旅行命令権者が旅費条例第

４条第３項の規定により当該旅行命令等を変更

する旅行については、新規程の規定は、当該旅

行のうち当該変更の日以後の期間に対応する分

について適用し、当該旅行のうち当該変更の日

前の期間に対応する分については、なお従前の

例による。 

３ 前項の規定に基づき従前の例によることとさ

れる旅行について、施行日以後に旅費条例第３

条第６項及び第７項に規定する旅費の支給が生

じた場合の金額の算定は、なお従前の例による。 
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告         示 

 

◎江東区告示第２０２号 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条第２項及び第２３条第２項の規

定により保管した自転車で利用者等の確認ができ

ないものについて、別紙のとおり告示する。 

 なお、この告示のときから１か月を経過しても

当該自転車を返還することができない場合は、同

条例第１５条第３項及び第２３条第２項の規定に

より、当該自転車を処分する。 

令和８年６月１１日 

江東区長  大久保 朋 果  

〔別紙省略〕 

                    

◎江東区告示第２０３号 

   特定子ども・子育て支援施設等の確認の辞

退について 

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号。以下「法」という。）第５８条の６第１項の

規定による確認の辞退があったため、法第５８条

の１１第２号の規定により下記のとおり告示する。 

令和８年６月１２日 

江東区長  大久保 朋 果  

特定子ど

も・子育

て支援提

供者の名

称 

施設名 所在地 

辞退 

年月

日 

施設

等の

種類 

株式会社

ネス・コ

ーポレー

ション 

ナーサリ

ールーム

ベリーベ

アー東雲

Ａｎｎｅ

ｘ 

江東区東

雲１‐９

‐４パー

クタワー

東雲１階 

令 和

８ 年

６ 月

１日 

認 可

外 

保 育

施設 

                    

◎江東区告示第２０４号 

 令和８年６月１５日、江東区議会の議決を経た、

令和８年度補正予算を地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第２１９条第２項の規定に基づき、

次のとおり公表する。 

令和８年６月１５日 

江東区長  大久保 朋 果  

           記 

１ 令和８年度江東区一般会計補正予算（第１

号） 
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◎江東区告示第２０５号 

   特定子ども・子育て支援施設等の確認につ

いて 

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号。以下「法」という。）第５８条の２の規定に

基づき、特定子ども・子育て支援施設等に係る法

第３０条の１１第１項の確認を行ったので、法第

５８条の１１第１号の規定により下記のとおり告

示する。 

令和８年６月１５日 

江東区長  大久保 朋 果  

           記 

特定子ど

も・子育

て支援提

供者の名

称 

施設名 所在地 

確 認

年 月

日 

施設

等の

種類 

株式会社

ニチイ学

館 

病児・病

後児保育

室 ニチ

イキッズ

とよす 

東京都江

東区豊洲

５丁目５

‐１豊洲

シエルタ

ワー１階 

令 和

８ 年

５ 月

１ １

日 

病児

保育

事業 

                    

◎江東区告示第２０６号 

   特定子ども・子育て支援施設等の確認の辞 

 

退について 

 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号。以下「法」という。）第５８条の６第１項の

規定による確認の辞退があったため、法第５８条

の１１第２号の規定により下記のとおり告示する。 

令和８年６月１５日 

江東区長  大久保 朋 果  

           記 

特定子ど

も・子育

て支援提

供者の名

称 

施設名 所在地 

確 認

年 月

日 

施設

等の

種類 

特定非営

利活動法

人フロー

レンス 

病児保育

室フロー

レンス豊

洲 

東京都江

東区豊洲

５丁目５

−１豊洲

シエルタ

ワー１階 

令 和

８ 年

４ 月

１日 

病児

保育

事業 

                    

◎江東区告示第２０７号 

特定商業施設変更届出書の縦覧について 

江東区特定商業施設の立地に伴う生活環境保全

に関する指導要綱（平成１２年６月２９日江地商

発第６６号）第６条の規定に基づき、下記のとお

り特定商業施設変更届出書を縦覧に供する。 

令和８年６月１７日 
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江東区長  大久保 朋 果  

           記 

特定商業施設変更届出書の

届出年月日 

令和８年５月１４日 

特定商業施設変更届出書の

縦覧場所 

東京都江東区東陽四

丁目１１番２８号 

江東区地域振興部経

済課（庁舎４階） 

特定商業施設変更届出書の

縦覧期間 

令和８年６月１７日

から 

令和８年８月１７日

まで 

特定

商業

施設

の概

要 

特定商業施設の名称

及び所在地 

豊洲フロント 

江東区豊洲三丁目２

番２０号 

設置者の氏名又は名

称（法人にあっては

代表者の氏名） 

三菱ＵＦＪ信託銀行

株式会社  

支配人 不動産管理

部長 岡本 泰典 

変更

した

事項 

変更前 変更後 

施設の設置者 

三菱ＵＦＪ信託銀行

株式会社  

支配人 不動産管理

部長 岡本 泰典 

株式会社ＩＨＩ 

代表取締役社長 井

手 博 

施設の設置者 

三菱ＵＦＪ信託銀行

株式会社  

支配人 不動産管理

部長 岡本 泰典 

 

変更

年月

日 

令和８年４月２０日     

変更

した

理由 

設置者に変更があるため。 

 

                    

◎江東区告示第２０８号 

 特定商業施設変更届出書の縦覧について 

江東区特定商業施設の立地に伴う生活環境保全

に関する指導要綱（平成１２年６月２９日江地商

発第６６号）第６条の規定に基づき、下記のとお

り特定商業施設変更届出書を縦覧に供する。 

令和８年６月１７日 

江東区長  大久保 朋 果  

           記 

特定商業施設変更届出書の

届出年月日 

令和８年５月１８日 

特定商業施設変更届出書の

縦覧場所 

東京都江東区東陽四

丁目１１番２８号 

 江東区地域振興部経

済課（庁舎４階） 

特定商業施設変更届出書の

縦覧期間 

令和８年６月１７日

から 

 令和８年８月１７日

まで 

特定

商業

施設

の概

要 

特定商業施設の名称

及び所在地 

豊洲フォレシア 

江東区豊洲三丁目２

番２４号 

設置者の氏名又は名

称（法人にあっては

代表者の氏名） 

豊洲三丁目開発特定

目的会社  

取締役 菊池 省吾 

三菱ＵＦＪ信託銀行

株式会社  

支配人 岡本 泰典 

変更

した

事項 

変更前 変更後 

施設の設置者 

株式会社ＩＨＩ  

豊洲三丁目開発特定

目的会社 

三菱ＵＦＪ信託銀行

株式会社 

施設の設置者 

豊洲三丁目開発特定

目的会社  

三菱ＵＦＪ信託銀行

株式会社  

変更

年月

日 

令和８年４月２０日     

変更

した

理由 

設置者に変更があるため。 

 

                    

◎江東区告示第２１２号 

 江東区自転車の放置防止及び自転車駐車場の整

備に関する条例（昭和６０年１０月江東区条例第

２８号）第１５条第２項及び第２３条第２項の規

定により保管した自転車で利用者等の確認ができ

ないものについて、別紙のとおり告示する。 

 なお、この告示のときから１か月を経過しても

当該自転車を返還することができない場合は、同

条例第１５条第３項及び第２３条第２項の規定に

より、当該自転車を処分する。 

令和８年６月２４日 

江東区長  大久保 朋 果  

〔別紙省略〕 

                    

◎江東区告示第２１４号 

行旅死亡人について 

下記の者は、令和８年３月２６日午後４時３０

分頃、東京都江東区大島５丁目５３番３‐２０７

号にて死亡しているところを発見されました。遺

体は身元不明のため火葬に付し、遺骨は保管して

あります。 

心当たりの方は、当区生活支援部保護第二課ま

で申し出てください。 

令和８年６月２６日 

江東区長  大久保 朋 果  

           記 
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１ 死亡人 本籍・住所・氏名不詳 

２ 特徴  やせ型、身長１７０センチメートル、

右鎖骨部に小指頭大のイボあり、紺

色柄物Ｔシャツ、紺色ハーフパンツ 

                    

◎江東区告示第２１７号 

江東区国民健康保険料の徴収事務について、国

民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第８

０条の２及び地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第２４３条の２第１項の規定に基づき、下記

のとおり指定公金事務取扱者として指定するとと

もに、当該事務を委託したので告示する。 

令和８年７月１日 

江東区長  大久保 朋 果  

           記 

１ 指定公金事務取扱者の名称及び所在地 

(1) 名称  株式会社ＮＴＴドコモ・フィナン

シャルグループ 

(2) 所在地 東京都千代田区永田町二丁目１１

番１号 

２ 指定公金事務取扱者に委託した公金事務に係

る歳入等の内容 

『ｄ払い』による江東区国民健康保険料の徴

収事務 

３ 指定日 

令和８年７月１日 

４ 委託日 

令和８年７月１日 

                    

◎江東区告示第２１８号 

 江東区介護保険料の収納事務について、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２

第１項の規定に基づき、下記のとおり指定公金事

務取扱者に委託したので告示する。 

令和８年７月１日 

江東区長  大久保 朋 果  

           記 

指定公金事

務取扱者の

名称 

住所 委託内容 
指定

日 

委託

日 

株式会社Ｎ

ＴＴドコ

モ・フィナ

ンシャルグ

ループ 

東京都千

代田区永

田町二丁

目１１番

１号 

ｄ払いに

よる江東

区介護保

険料の収

納 

令和

８年

７月

１日 

令和

８年

７月

１日 

                    

◎江東区告示第２１９号 

 特別区民税・都民税・森林環境税及び軽自動車

税の収納事務について、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４３条の２第１項の規定に基

づき、下記のとおり指定公金事務取扱者に委託し

たので告示する。 

令和８年７月１日 

江東区長  大久保 朋 果  

           記 

指定公金

事務取扱

者の名称 

住所 委託内容 
指定

日 

委託

日 

株式会社

ＮＴＴド

コモ・フ

ィナンシ

ャルグル

ープ 

東 京 都

千 代 田

区 永 田

町 二 丁

目 １ １

番１号 

ｄ払いに

よる公金

収納 

令 和

８ 年

７ 月

１日 

令和

８年

７月

１日 

                    

◎江東区告示第２２１号 

特定乳児等通園支援事業者の確認について 

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号）第５４条の２の規定に基づき、特定乳児等通

園支援事業者に係る確認を行ったので、同法第５

４条の３において準用する同法第５３条第１号の

規定により下記のとおり告示する。 

令和８年７月１日 

江東区長  大久保 朋 果  

           記 

設置者名 施設名 
所在

地 

確認

年月

日 

施設

の種

類 

Ｃ２Ｃ  

Ｇａｌａ

ｃｔｉｃ  

Ａｃａｄ

ｅｍｙ株

式会社 

Ｍｉｌｋｙ  

Ｗａｙ Ｉ

ｎｔｅｒｎ

ａｔｉｏｎ

ａ l  Ｎｕ

ｒｓｅｒｙ 

Ｓｃｈｏｏ

ｌ 北砂校 

江 東

区 北

砂 五

丁 目

１ 番

２ ８

号 

令 和

８ 年

７ 月

１日 

私 立

保 育

所 

                    

◎江東区告示第２２２号 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５

２条の２７第２項の規定に基づく包括外部監査契

約を次のとおり締結したので、同法第２５２条の

３６第６項の規定に基づき告示する。 

令和８年７月１日 

江東区長  大久保 朋 果  

           記 

１ 契約の相手方  東京都江東区有明一丁目３

番１‐１０１１号 

公認会計士 嶋守 浩之 

２ 契約の始期   令和８年７月１日 
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３ 費用の算定方法 ８９３万２，０００円を上

限とし、基本費用及び執務

費用を合算した額とする。 

４ 費用の支払方法 監査の結果に関する報告書

提出後に一括払とし、必要

があると認めるときは、一

部前払とすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

告 示 （ 教 ） 

 

◎江東区教育委員会告示第１１号 

 下記により、令和８年第６回江東区教育委員会

定例会を招集する。 

  令和８年６月２３日 

江東区教育委員会          

教育長  本多 健一朗    

記 

１ 日時  令和８年６月２６日（金） 

午前１０時 

２ 場所  江東区役所 

３ 議題 

  日程第１ 議案第４３号 江東区立幼稚園教

育職員の旅費支給

規程の一部改正 

４ 報告事項 

(1) 令和８年第２回区議会定例会（教育委員会

関係）について 
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告 示 （ 選 ） 

 

◎江東区選挙管理委員会告示第２０号 

 江東区選挙執行規程（平成１９年１月江東区選

挙管理委員会告示第３号）の一部を次のように改

正する。 

令和８年６月１９日 

    江東区選挙管理委員会 

第１１２条の見出しを「（選挙人等の出頭及び

証言の請求）」に改め、同条中「第２１２条」を

「第２１２条第１項」に、「選挙人その他の関係

人」を「選挙人等」に、「それぞれ」を「、それ

ぞれ」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 法第２１２条第２項の規定により読み替えて

準用される民事訴訟法（平成８年法律第１０９

号）第２０５条第２項の規定により、電磁的方

法により書面に記載すべき事項を提供しようと

する選挙人等（以下「提供者」という。）は、

次に掲げるいずれかの方法により当該事項を提

供できるものとする。 

(1) 電子データを記録した記録媒体を委員会に

郵送又は持参する方法 

(2) 電子データを電子情報処理組織（委員会の

使用に係る電子計算機（入出力装置を含

む。）と提供者の使用に係る電子計算機とを

電気通信回線で接続した電子処理組織をい

う。）を使用する方法により、委員会に送信

する方法 

別記第４３号様式中「印鑑及びこの呼出状をご

持参」を「この呼出状を御持参」に改める。 

 別記第４４号様式中「かくし」を「隠し」に改

める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和 8 年 7 月 15 日（水曜日）     江 東 区 公 報            （第 941 号） 

 

 

 

23 

区 議 会 

 

◎区議会議決事項（令和８年第２回定例会） 

 ６月１０日から７月１日まで会期２２日間にわ

たって開会した令和８年第２回江東区議会定例会

において、別記の事項を議決した。 

１ 議案（区長提出） 

  議案第３９号 令和８年度江東区一般会計補

正予算（第１号） 

（６月１５日原案可決） 

  議案第４３号 包括外部監査契約の締結につ

いて 

議案第４４号 東深川橋塗装工事請負契約 

議案第４５号 江東区立豊洲小学校校舎その

他改修工事請負契約 

議案第４６号 江東区立豊洲小学校校舎その

他電気設備改修工事請負契約 

議案第４７号 江東区立豊洲小学校校舎その

他機械設備改修工事請負契約 

議案第４８号 江東区立枝川小学校校舎その

他改修工事請負契約 

議案第４９号 江東区立枝川小学校校舎その

他電気設備改修工事請負契約 

議案第５０号 江東区立枝川小学校校舎その

他機械設備改修工事請負契約 

議案第５１号 江東区立第六砂町小学校改築

工事請負契約 

議案第５２号 江東区立第六砂町小学校改築

電気設備工事請負契約 

議案第５３号 江東区立第六砂町小学校改築

機械設備工事請負契約 

議案第５４号 江東区庁舎照明器具改修工事

請負契約 

議案第５５号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第５６号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第５７号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第５８号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第５９号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第６０号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第６１号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第６２号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第６３号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第６４号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第６５号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第６６号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第６７号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第６８号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第６９号 議決を得た契約の契約変更に

ついて 

議案第７０号 江東区個人番号の利用並びに

特定個人情報の利用及び提供

に関する条例の一部を改正す

る条例 

議案第７１号 江東区職員の旅費に関する条

例の一部を改正する条例 

議案第７２号 江東区特別区税条例の一部を

改正する条例 

議案第４１号 江東区女性福祉資金貸付金の

返還請求に関する民事訴訟の

提起について 

議案第７３号 江東区自転車の放置防止及び

自転車駐車場の整備に関する

条例の一部を改正する条例 

議案第４２号 江東区奨学資金貸付金の返還

請求に関する民事訴訟の提起

について 

議案第７４号 江東区立学校の学校医、学校

歯科医及び学校薬剤師の公務

災害補償に関する条例の一部

を改正する条例 

議案第４０号 債権の放棄について 

（以上７月１日原案可決） 

２ 報告（区長提出） 

議案第２号 令和７年度江東区繰越明許費繰

越計算書について 

（６月１０日報告） 

３ 議案（議員提出） 

議員提出議案第４号 私立幼稚園への支援策

を求める意見書 

議員提出議案第５号 「不合理な税制改正」

に反対する意見書 



（第 941 号）             江 東 区 公 報    令和 8 年 7 月 15 日（水曜日） 

 

 

 

24 

（以上７月１日原案可決） 

４ その他の議決事項 

令和８年度予算審査特別委員会の設置及び委

員の選任 

（６月１０日設置及び選任） 

 

 

 


